大阪府条例第十七号

大阪府債権の回収及び整理に関する条例の一部を改正する条例
　大阪府債権の回収及び整理に関する条例（平成二十二年大阪府条例第五十九号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	（債権の回収及び整理の基準）

第二条　債権の回収及び整理に関する事務は、法令、この条例及び規則の定めるところに従い、債権の発生原因及び内容に応じて、財政上最も府の利益に適合するよう処理しなければならない。

（債権の放棄）

第六条　（略）

２　知事は、私法上の債権のうち消滅時効の期間が経過したもの（当事者がその援用をしていないものに限る。次項において同じ。）であって、債権金額が一万円を超えるものについて、次の各号のいずれかに掲げる事由があるときは、当該債権の放棄に係る地方自治法第九十六条第一項第十号の規定による議会の議決を求めるものとする。

一―三　（略）

四　債権金額が債権の回収に要する費用に満たないと認められるとき。
五　債務者が当該債権につき消滅時効を援用する蓋然性が高いとき。
３　知事は、私法上の債権のうち消滅時効の期間が経過したものであって、債権金額が一万円以下のものについて、当該債権を放棄することができる。
４　知事は、前項の規定により債権を放棄したときは、これを議会に報告しなければならない。

（規則への委任）

第七条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。


	改正後

	（債権の回収及び整理の基準）

第二条　債権の回収及び整理に関する事務は、法令、この条例及び規則の定めるところに従い、債権の発生原因及び内容に応じて、財政上もっとも府の利益に適合するよう処理しなければならない。

（債権の放棄）

第六条　（略）

２　知事は、私法上の債権のうち消滅時効の期間が経過したもの（当事者がその援用をしていないものに限る。）について、次の各号のいずれかに掲げる事由があるときは、当該債権の放棄に係る地方自治法第九十六条第一項第十号の規定による議会の議決を求めるものとする。

一―三　（略）

（委任）

第七条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。


	改正前


附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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